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共生のマーケティング序説
An　Introduction　to　Symbiotic　Marketing
三　上　富三郎
1　パラダイムの転換
1．2035年のある日の日本人
　2035年には，日本は農業社会になってしまっているであろうというショッキングな予測をし
ている識者がある。ローマクラブが『成長の限界』を発表したのが1972年で，主としてエネル
ギー供給量が制約となって経済成長をゼロかマイナスにしなくてはならぬという警告であった。
さらに最近は，石油資源が枯渇する前に環境悪化によって経済成長が止まるのではないかという
意見が有力になってきた。
　しかし，さらに，工業国としての日本は，あまり遠くない将来にもっと別の原因で衰退し，石
油資源はたっぷりあっても輸入できなくなるという予想がある。別の原因とは日本人の心身その
ものの弱体化である。工業化社会では次から次へと新しい製品を発売し続けなくては国際競争に
勝てないのであるが，のんびり育った良家のボンボンの日本人が，ハングリー精神に満ちた新興
工業国の若者と正面衝突すれば，まず勝ち目はない。NECとグループ企業の従業員の健康調査
によると，20年前には高血圧の人の最も多い年齢は40代の後半であったが，現在では28才にピ
ークがあり，若者の老化は確実に20年進んでいるという。最大の原因は体を動かさない，特に
歩かないために体の筋肉の大部分をしめる下半身が衰えてしまったからだといわれる。
　エネルギー・食料の供給が先細りになっていく社会では，人口増加の圧力がないことが救いで
あるが，皮肉なことに日本では，20世紀の末から始った「子供を生まない傾向」のおかげで人
口が年を追って減り続けるだろう。だが，もう一つ，明治，大正生まれの丈夫な老人たちが死に
絶えると，日本人の長命化にもブレーキがかかって平均寿命が短かくなり，高齢化社会に急速に
終わりを告げる。先進工業国の中で食料自給率が30％を切るという異常な低さのなか，貴族化
して飢えの恐ろしさを忘れた国民の無知の行き着く先が，農業を極端に軽視した工業化だったか
ら，工業の没落が始まるとたちまち食料不足に直撃される。コンビニエンス・ストアが軒並み閉
店してしまう状況を見て，ようやく食料は田畑で手を汚して作るものだという厳しい現実に気づ
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いたのだが，背が高くてすらりと恰好だけは良いものの，基礎体力がないから重い物を担げばす
ぐにへたばってしまう。
　かくして2035年のある日，気がついてみれば，自分の食料は確保できて飢える心配はなく，
組織の束縛を受けないから自由さを享受できて，若物たちは農業へ農業へと移っていく。かつて
の日本人は太りすぎを気にしていたが，国民の大半が農業に従事するようになった今，ぶくぶく
太った人間などめったに見かけなくなった。病人も人口当たりで20世紀の3分の1ぐらいに減
った。そして日本人は反省した。つまり，工業が衰退して自給自足の生活に戻るなんて恐ろしい
ことのようだ。しかし，足の代りに自動車を使い，筋肉の代りにモーターを使い，頭の代りにコ
ンピュータを使う生活が，哺乳動物の一種にすぎない人類にとって，けっしてまともな生活では
なかったのではないか，と（1）。以上の「2035年のある日の日本人」を，一片のフィクションと
片づけてしまうことはできないのである。本論の『共生のマーケティング』の発想もここから出
発する。
2．成長から共生へ一『脱成長』の路線
　「利益を増大するためには」，「売上げを上げるためには」，「シェアを高めるためには」等々と
いう在来の経営の目標がいまや時代遅れになってきた。それは，バックボーンともいうべきパラ
ダイムが大きく変わってきたからである。つまり『成長神話』ともいわれた成長が音を立てて崩
れ，これに変わって『共生』という概念が目標として新しく登場してきたのである。それは『脱
成長』の概念であり，脱成長はこれと連動する脱競争・脱シェアへと導かれる。
　脱成長は，減速成長→ゼロ成長→マイナス成長の路線で，これはまず経済全体のマクロの面で
現われる。地球環境をはじめとする環境面からの制約によって脱成長は必至なのである。これに
関し，市民エネルギー研究所による報告では，次のように述べている。すこし長いが図表を省略
して引用する②。
　「脱成長とはそれほど恐ろしいことなのだろうか？　われわれは，それを確かめるためにマク
ロ計量モデルと，独自に開発したエネルギーモデルを用いて，緩やかな脱成長シフトを取った場
合の2010年の日本社会と，そのエネルギー需給を予測した。
　スリムケースの想定は，①イメージ消費からの解放（ムダな消費をあおるような広告費の伸び
率を2000年まで年1％に抑え，2001年以降は年1％ずつ減らしていく），②長持ちするものをつ
くる（住宅や社会資本の耐用年限の延長を図る），③小さな政府をつくる（公務員を減らす），④
貿易黒字を減らす（日本の輸出が世界貿易に占めるシェアを1960年レベルまで戻す）とした。
　結果は次のようである。家計実収入がかなり低下するが，同時に生活に密着した地価（家賃や
住宅ローン）は下降に転じ，季節の地場野菜などは安くなる。地価の下降は，東京など大都市へ
の集中緩和，狭い住宅や長時間の通勤ラッシュの改善をもたらすだろう。同時に道路や建物など
都市整備のための投資の必要度も低下する。また住宅や社会資本の耐用年数が延びるため，この
分野への出費や投資額は少なくて済むようになる。こうしたストック支出の減少分は，消費や輸
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入品に回すことができる。これによって貿易黒字のウエートは大幅に縮小し，外国との貿易摩擦
は解消に向かうことから，農業など国内産業を破壊するような外国からの自由化圧力も減少する
だろう。
　失業率は，6．5％まで上昇する。これに対しては，今日ヨーロッパ諸国で試みられているよう
な労働時間の大幅短縮を進めることによる解決の方向に向かうべきである。はっきりした展望を
もって失業を予測し，十分な時間をかけて準備を整えれば，「ジョブシェアリング」は，将来避
けられそうもない失業の増加に対する最も効果的な対策であるとともに，地球環境問題の解決に
向かう生き方の土台となる新しい労働形態になる可能性を秘めている。家計収入の低下は，こう
した労働時間の大幅短縮とジョブシェアリングを行った結果と見ることもできる。
　環境面では，乗用車の伸びが抑えられ，今のレベルではほぼ横ばいになる（この点からも，道
路など社会資本への投資負担が減るわけだ）。経済成長からの離脱でエネルギーの最終需要は今
の3分の2まで減少し，「脱原発」が可能になる。電力の中心は，天然ガス，新エネルギー，水
力に移る。炭酸ガスの排出も90年レベルの75％にまで下がる。
　全体に「スリムケース」の生活は，収入は多くはないが，生活必需品の物価は安く，長持ちす
る商品を大切に使い，労働時間が少なく，環境破壊の心配の少ない生活だと言える。貨幣経済の
領域がスリム化することによって，これまで無価値なものとして軽視されてきた金銭に換算でき
ない価値を復権する可能性が生まれるのである。」
　筆者もこの考え方には同感である。マクロ経済が脱成長の動向をたどる限り，ミクロの企業が
ひとり成長を続けられるわけがない。ミクロ経済の企業の成長は，主として売上高の伸びによっ
て示されるから，これからは，『売上高第一主義』の経営はかならず破綻をきたし，経営評価の
面でも厳しく減点されるであろう。
3．『脱競争・脱シェア』の路線
　脱成長は当然に『脱競争・脱シェア』の路線をとらざるを得ない。特にわが国での一途な成長
への志向がシェア争いを招き，過当競争の展開となってきたのである。成長主義に基づく同質的
な量的競争であり，それがやがて寡占化の経済を形成する。成長主義→過当競争→シェア争い→
寡占化というプロセスは，必要以上の資源・エネルギーの浪費につながり，ゆとりと豊かさを基
盤とする人間性を犠牲にする。そして物質万能のギクシャクした潤いのない社会へと転落してい
く。
　例えば，トヨタ自動車の1993年の年間売上高は約9兆円，毎年10％の成長と仮定すると，1
年で9，000億円の売上高に相当する巨大企業が増えていくことになる。ところが自動車の需要が
そんなに伸びるわけがない。それどころか環境的制約でゼロまたはそれ以下の成長になるかもし
れない。もし，トヨタの10％成長が続くとすれば，日本の他の自動車メーカーは全滅し，さら
に全世界をも制覇する。だが，そんなバカなことはあり得ないし，許されることでもないし，ま
たトヨタ自身考えもしないところであろう。このトヨタの仮設の話には恐るべき危険を包蔵する。
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それは，大量生産，大量販売，大量消費，大量廃棄という『悪魔のサイクル』を前提とするから
である。しかし今や，この悪魔のサイクルは清算されねばならない。
　脱競争といっても，競争は経済を活性化させる1つの重要な原動力なのであるから，競争その
ものを否定するのではない。そうではなくて，横並び的，追随的な『同質の量的競争』から脱却
すべきことを意味する。このような競争はエミュレーション（emulation），つまり「模倣」に
近いのである。かつて，あるビール会社が『ドライ』を発売して，それが爆発的に売れると他社
は一揃にドライを追随して発売し，日本のビールはドライだらけになってしまった。エミュレー
ションが支配する社会は，与えられた目標達成のための人的資源のきわめて効率的な活用をもた
らす。しかしその一方で，資源として活用される人間は，金太郎飴的なステロタイプへと規格化
され，貧困化されてしまう。
　井上達夫氏（東京大学法学部）は，エミュレーションとコンペティションを区別すべきことを
主張している（3）。エミュレーションとしての競争ではなく，コンペティション（competition）
としての競争こそ本来の意味の競争で，人間の豊かさをもたらすものであるとする。これは，与
えられた目標や範型の達成を競うのではなく，目標や範型そのものをひとびとが『共に（con）
探し求める（petere）』営みである。コンペティションとは「相手を負かすことによってしか勝
てないゼロ・サム・ゲーム」だと主張されるが，これは誤解である。勝敗を一義的に決定するよ
うなルールは，単一の目標の達成を競うエミュレーションにはあっても，目標自体が多元化され
ているコンペティションにはない。むしろ，勝敗の意味そのものをめぐって多様な解釈が競合す
るのがコンペティションなのである。従って，多様な解釈，多様な実践が競合することにより
人々が相互啓発し，自分たちの人生を相互豊饒化する，このような『共勝ゲーム（win－win
game）』こそコンペティションの神髄である，と言っている。
　結論的にいうと，エミュレーション的競争は共生とはなじまないが，コンペティションとして
の競争は共生となじむのである。別の言葉でいえば，質的競争の重視である。質的競争とはオリ
ジナルな異質競争であり，それはそれぞれの会社の独創的なンゥハウ，独創的なテクノロジーや
ソフトウェアの上に展開されるオリジナルな商品・サービスの提供によって，競争上で優位に立
つことである。このような質的競争は，結果としてシェア争いを無意味なものとするから，脱シ
ェアが必然的に展開されるのである。
ll　『共生』の概念
1．共生をめざして
　脱成長，脱競争，脱シェアの行く手は何であろうか。それは『共生』である。共生とは読んで
字のとおり「ともに生きる」ことである。広辞苑によると，「共生とは，①ともに所を同じくし
て生活すること，②別種の生物が一所に棲息し，互いに利益を得て共同生活を営むと考えられる
状態」としている。したがって，共生は，自分だけの成長や，そのための無用な過当競争，シェ
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ア争い，これらを守るための仲間主義の世界とは正反対に，相手との結合や関係を重視し，相手
に力を与えることである。エンパワーメント（empowerment）という概念がこれである。相手
に潜在能力を発揮し，自己表現の機会を与えることによって相手に力を与え，それによって自ら
もまた力を得ることである。生物の世界ではいたるところに共生関係があるが，これを人間の社
会，人間の経済の中に実現していかなくてはならないのである。
　企業における共生も多重性をもっている。相手と資源を分かち合い，適当なシェアを分かち合
い，そして利益を分かち合っていくことが要請される。相手を犠牲にしてでも自社だけが有利な
成長を図るといったことは，とても許されないであろう。
2．自然界における共生
　ところで，共生なる概念は必ずしも明確な規定がなされているわけではない。そこで，まず共
生の概念について，いくつかの角度から検討してみることから始めよう。
　“Symbiosis”という共生は，もともと自然界における生物にみられる共生である。
　生物一般に関する共生関係は，図表一1のように6つのパターンとしてみることができるω。
この場合，共生（symbiosis）や協同（cooperation）は図の（3）に，片利共生（synoekiosis），着
生（epiphytism）は（4）に，抗生（antibiosis）は（5）に，捕食（predation），闘争（struggle），競
争（competition），寄生（parasitism）は（6）に含められる。これは主として生物における関係で
あるが，人間と人間以外の動物・植物などとの関係においても考えられるし，さらに企業も含め
た社会の中にも適用が考えられる。企業を中心とする共生は，やはり図表一1の中の（3）相利関係
の中に構築されるのが最もふさわしいものと考えられる。この中で（6）の掠奪関係は，例えばいわ
ゆる『下請いじめ』などでみられる関係で，共生とはまっこうから反するものであろう。
　生物間の共生はいろいろの例があげられる。イソギンチャクは，美麗で踊り上手なクマノミ
（体長5センチ足らずの小魚）を毒が出る触手で敵から守ってやる代わりに，クマノミの食べ物
のおこぼれをもらっている（図表一2）（5）。
　ヤドカリはイソギンチャクにすみ場所を提供するかわりにイソギンチャクの食べ残しをもらう
図表一1共生者と被共生者および中立的（○）関係
共生関係 共生者 被共生者
（1） 中立関係（neutralism）
?
○
（2） 相害関係（disoperation） 一 一
（3） 相利関係（mutualism） 十 十
（4） 片利関係（commensalism） 十 0
（5） 片害関係（amensalism）
?
一
（6） 掠奪関係（exploration） ? 一
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図表一2　クマノミとイソギンチャクの共生
し，アリはアブラムシから甘露をもらうかわりに，アブラムシを運んだり敵から守る。また水牛
は，身体に寄生する虫を取り除いてくれるサギには敵対しない。このような例は，ほかにもワニ
の口の中を清潔にするワニドリとか，サンゴ礁域にいるクエという大型の魚の体表の寄生虫をと
るホンソメワケベラなどでも知られている。
　ところで，自然界に発生した生物間の共生は，とかく「美談的」に誇張されやすいが，動物行
動学の研究が示す実態はどうもそのようなものではないらしいのである。たとえば，自然界の驚
嘆すべき共生関係の例とされる花とハナバチの場合も，そこに調和のとれた美しい共生の姿を見
るのは，むしろわれわれの幻想であるように思われる。
　つまり，ハチも花も利己的であって，ハチは蜜をもらったお礼に花粉を媒介しているわけでは
なく，ほしいのは蜜であり，花粉だけである。花はハチに花粉を媒介させればそれでよいので，
お礼に蜜など与えたくはない。その利己的なハチと花がお互いに，できるだけコストをかけず，
しかも無理矢理にでもその目的を達しようとしてきた結果が，今日の「美しい」共生の姿なので
ある。種の維持とか生態系の調和とか共生とかいうもののためにしつらえられたシステムなどは，
どうも存在しないらしい。「調和」はいつもあくなき利己のせめぎ合いの結果にすぎないようで
ある㈲。
　実際には，動物間の相利共生，片利共生的関係の起源は，寄生であったり，捕食一被食関係
であったりする。共生関係は，ともすれば擬人的な扱いをしたくなるが，共生者どうしは自らの
適応度を下げてまで協力し合っているわけではない。生物界における共生は，自然選択の圧力が
ある中で，それぞれの生物が互いを利用し合った結果としての提携にすぎないと考えられる。
3．『共生』，『共棲』，『共存』
　共生と類似の概念に，共棲，共存がある。今日，「共生」概念の氾濫の時代ともいわれるが，
政治の世界での「リベラル」と同様に，意味不明のまま言葉たけが先行している場合が少くない。
前項で述べたような自然界における共生は“Symbiosis”と呼ばれるが，これは生態的均衡とし
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ての安定した閉鎖系のイメージで，共生とはいわずに『共棲』の概念がふさわしいとして，井上
達夫氏は次のような見解を示している。
　すなわち「我々のいう《共生》とは，異質なものに開かれた社会的結合様式である。それは，
内輪で仲よく共存共栄することではなく，生の形式を異にする人々が，自由な活動と参加の機会
を相互に承認し，相互の関係を積極的に築き上げてゆけるような社会的結合である。Symbiosis
をモデルとする《共生》概念と区別するために，英語で表記するなら，コンヴィヴィアリティ
（conviviality）という言葉がふさわしい。日本語の表現としては，安定した閉鎖系としての共生
はSymbiosisの旧来の訳語に従って《共棲》と表記し，　《共生》という言葉は異質なものに開か
れた社会的結合様式を意味するものとして使うことを提案したい。（η」と述べている。ここで，
convivialityという言葉は，本来は『宴』で，招待を特定個人に限定しないパーティ形式の宴で
ある。
　また，山口定氏（立命館大学）は，共生，共棲，共存の関係を明らかにする試みとして，次の
ような見解を示している。すなわち，「《共存》という言葉には，消極的共存と積極的共存の区
別が必要である。かつての米ソ首脳間のホットラインの設定や全欧安保（CSCE）成立過程での
さまざまの信頼醸成措置は，異質なもの同志の対決が双方の破滅をもたらすことを回避するため
の危機管理の相互承認であり，せいぜい消極的な意味での共存にとどまる。しかし，今日提起さ
れている《共生》は，こうした消極的《共存》とは区別される積極的な共存の，しかも高次の形
態である。……一時的な同居としての《共棲》とも異なり，『生かし，生かし合う』関係の創出
についての相互信頼に基づくものである。⑧』と述べている。
　以上に引用した2つの見解からも，あるべき『共生』概念の輪郭が浮かび上がってきたようで
あるが，要は，開かれたオープンシステムの中で，システム内の諸矛盾を超克し，さまざまな異
質のものの共存の承認の上に新しい結合関係の樹立をめざし，それが相互のもたれ合いではなく，
《自立》との緊張関係を内容とするものだ，ということである。
　なお，共生概念の中で無視できない『ニッチ』の問題がある。ニッチ（niche）とは，1910年
にジョンソンが最初に使用し，1917年にアメリカの鳥類学者のグリンネルが，鳥類のおのおの
の種がどのような住み場所を占めているかを説明する際に採用した用語である。そもそも，ニッ
チとはヨーロッパの建物において，像や花瓶などを置くために設けられた装飾的なくぼみをさす
ものであり，いわば『適所』とか『棲み分けの場所』である。
　コトラー（Philip　Kotler）も，彼の競争市場戦略の中で『マーケット・ニッチャー』という概
念を設定し，ニッチ戦略論を展開しているが（9｝，このニッチは共生と重大なかかわりがある。
皿　共生と企業
　前節の共生の概念をふまえて，共生と企業とのかかわりについてみてみよう。この検討は各種
の角度からなされるが，紙幅の関係もあるので，ここでは，第三セクターとしての共的セクター，
共生におけるフェアネスの問題，および共生のパターンと考えられるバーチャル・コーポレーシ
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ヨンの3つにしぼって述べることにする。
（356）
1．共生と第三セクターとしての「共」的セクター
　共生への路線と関連して，社会・経済システムの組み替えともいうべき3つの社会経済セクタ
ーについての古沢広祐氏の提言は注目に値する。3つの社会経済セクターとは，市場メカニズム
（自由・競争）を基にした「私」的セクター，計画メカニズム（集権・管理）を基にした「公」
的セクター，協議メカニズム（分権・参加）を基にした「共」的セクターとして区分けをして考
えてみようということで，図表一3（1°）に示すとおりである。
　このような共的セクターは，デンマーク，オランダ，スウェーデンなどでは既に社会の中に溶
け込んでおり，また私的社会にこだわるアメリカでも，国家的なものとは一線を画した「共」的
図表一3社会経済システムを構成する3つのセクター
　　　　　　　セクター
ﾁ徴
「私」的セクター 「公」的セクター 「共」的セクター
①経済メカニズム
市場メカニズム
i交換）
計画メカニズム
i再分配）
協調メカニズム
i互調）
②生産システムの性格
競争原理による極大化
E効率化
官僚統制による標準化
E規格化
構成員の協調による適量
E適正化
③組織化の原理と意思決定 競争・自由 管理・集権 参加・分権
④所有 私的・法人的所有 国家的・社会的所有 協同的・共的所有
⑤経済・経営主体 私企業
i株式会社等）
国有企業
i公社・公団を含む）
協同組合・共同事業体
iコープ・コレクティブ等）
⑥経済動機とその性格 利潤の追求
i利害優先主義）
福利・厚生
i利権・既得権の保持）
共同的利益・福利の追求
i共同体あるいは仲間主義）
⑦資本の蓄積 私あるいは法人への蓄積 統制的蓄積ないし再配分 協同的蓄積ないし再配分
⑧基本的価値観 個人的自由
iあるいは能力主義）
社会的平等・分配 隣人愛・友愛・協同
i互恵）
⑨社会構造とその性格
階層・階級の形成
i勝者と敗者，
x者と貧者の存在）
社会的平等の人為的維持
i官僚・エリートの形成，
ｨ上意識と受け身的平等）
構成員内の平等・公正
i団体勢力の形成，
ｦ調主義と慣れあい）
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セクターが，いわゆるNPO（非営利組織），　NGO（非政府組織），ボランティア団体などの形で
活動している。
　資本主義社会の中心的センターともいうべき米国社会で，私的な利潤動機を越えるような諸活
動が盛んに展開されている事実に早くから注目したH・ヘンダーソンは，そこにカウンター・
エコノミー（対抗経済）の出現を見た。すなわち市場経済に対抗するオルターナティブな経済と
して，各種協同組合の展開やワーカーズ・コレクティブの形成，商品化ではない自立化を促すメ
ディア活動やライフスタイルの促進，非市場的経済の世界としての家庭経済や近隣・コミュニテ
ィにおける相互扶助やバーター（直接交換）の重視などの動きをとらえて，カウンター・エコノ
ミーと名づけたのであった（邦訳『エントロピーの経済学』ダイヤモンド社）。
　古沢氏は，商品社会の市場メカニズムの拡大を抑え込んだ，いわば3つのセクターの混合体制
というビジョンから生まれるメリットとして，次のように述べている。すなわち，「賃上げの停
止とか失業問題といった経済のマイナス成長にともなう従来から持たれている不安とは別の次元
で，人々の質的に豊かな生活が構築できるという社会・経済体制の組替えともいうべき可能性が
生まれるのである。労働のあり方やその成果を各人が納得できるものにし，日々の生活をどのよ
うに豊かに暮らすか，そこに生活を包み込むトータルな社会のイメージが浮かび上がってくる。
大量生産一大量消費一大量廃棄の産業社会を問い直し，つくり出す喜び，事物をたいせつに
し利用する知恵，美意識や人間的豊かさを発見し，共感の輪を広げていく力を養っていく，“共
生社会”の実現への橋わたしが生まれてくるのではあるまいか。
　ともあれ遠からず，従来の20世紀型の産業社会がもっていたパラダイムは変革を余儀なくさ
れるだろう。大量生産・販売方式に象徴されるように，他を排除し，場合によっては，抑圧した
り切り捨てて，特定の価値基準を押しつけて最大効率だけを求める極大化の原理では，近未来の
破局を乗り越えることはできない。これからの共生社会のパラダイムでは，開かれた世界を意識
し，多様な価値基準のもとでさまざまな効用を人々が主体的に発見し，共感し，創造しあう，い
わば共生と創造の原理が求められているのである。人間の経済・社会活動を，ばらばらな個々人
の物的な欲望や利便性といった狭い精神性に閉じ込めるのではない，第二の人間解放ともいうべ
き道がスタートしようとしているのである。
2．共生の中核概念としての『フェアネス』
　共生の中核的なコンセプトとしてフェアネス（fairness）が重要視される。フェアネスは公正
と訳されているが，この2つはややニュアンスが異なる。また誠意とも区別する必要がある。こ
れについて，国際的な弁護士である矢部正秋氏は，誠意とフェアネスの意味内容を図のように対
比しているω。どちらかというと誠意は日本的，フェアネスは欧米的ということができる。
　①〈名目重視←一一→実質重視〉日本の場合，誠意をみせるために土下座すると許されるという
ことがあるが，欧米では迷惑をかけた事実が重視され賠償が求められる。②〈主観的意図の重視
一一→q観的事実の重視〉日本では故意か過失かといった主観的意図が重視されるが，欧米では
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事実に裏づけされなければ評価されない。③
〈雰囲気重視←一→論理性重視〉客観的事実を
重視するために当然に事実説明に論理性が求
められ，日本の場合のような雰囲気は通用し
ない。④〈クローズ性重視←一→オープン性
重視〉第三者の適正な評価を受けるためにフ
ェアネスではオープンであることが求められ，
『明大商学論叢』第77巻第3　4号 （358）
誠意　←一→フェアネス
名目重視　　　　←一→実質重視
主観的意図の重視←一→客観的事実の重視
雰囲気性重視　　←一→論理性重視
クローズ性重視　←一→オープン性重視
柔軟性重視　　　←一一→首尾一貫性重視
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）矢部正秋氏による対比。
密室での話し合いは拒否される。⑤〈柔軟性重視一一一首尾一貫性重視〉フェアネスでは，オー
プンに論理的に説明する以上，首尾一貫性が求められ，柔軟性は拒否される。
　日米間の経済摩擦で，日本はアメリカの「フェアネス」の要求に「誠意」で応じようとしてき
たが，それは通用しないでアメリカには「アンフェア」としかとらえられなかった。そこで，共
生の概念の中核的なコンセプトは誠意とは別の『フェアネス』であることを十分に認識する必要
がある。
　共生の重要なバックボーンとして，内橋克人氏もフェア・トレードを強調している。ヨーロッ
パではどの国にも公正貿易組織が誕生し，最大規模のドイツGEPA（第三世界協力促進会社）の
組織の一員である株式会社プレスオルターナティブ代表の片岡勝氏が属する「第三世界ショップ」
の行動原理は，買付けにあたり，①世界市場の相場より高い価格であること，②契約は最低1年
以上の長期契約であること，③契約が成立すれば代金は前払いで支払うこと，となっている。そ
して，市場原理にもとつく経済合理性から大きく外れた「第三世界ショップ」が不況下の日本で
年々30％近い成長を記録している（12）。
3．共生と『バーチャル・コーポレーション』
　バーチャル・リアリティは「仮想現実」と訳されているが，バーチャル（virtual）とは，現
実には存在しないが，あたかもそれが現実であるかのような錯覚を引き起こすといった意味であ
る。そこで，バーチャル・コーポレーションは『実際には法人格のある会社としては存在しない
が，あたかも実体を伴うようにみえる会社』である。
　中谷巌氏（一橋大学）は，具体的な姿として次のように表現している㈹。すなわち，「バーチ
ャル・コーポレーションはひとつの完成された商品やサービスを多数の企業間連携によって供給
するシステムである。その供給主体は，個々の小さな企業がそれぞれの専門分野における卓越し
た技術を持ち寄って作り上げた企業間ネットワークそのものであって，決して法的な意味での企
業ではない。ただし，そのネットワークが提供する商品やサービスの供給という企業本来の役割，
機能に関しては，優秀な単独の企業と同等もしくはそれ以上の機動性と競争力を持っている場合
が多い。」としている。つまり，自社よりも優れた技術が外部にあれば，それを模倣するのでは
なく，徹底的に利用しようという外部資源活用の思想がバーチャル・コーポレーションの考え方
の基本で，まさに共生の考え方に通じるものである。
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N　企業を中心とする共生関係
1．企業中心の共生関係のモデル
　企業を中心とする共生関係のモデルは，図表一4に示すごとくである。
　①まず，組織体（企業）内の共生関係として，社員との共生，同じ社員の中でも男女の共生，
世代間の共生がある。②対系列共生とは，企業が直接的に支配の及ぶ系列企業，下請企業，子会
社等との共生であり，③対産業共生とは，企業が属する産業の中で直接にコンタクトをもつ相手
方，主として仕入先，調達先，競争企業との問の共生である。④対市場共生は，前項の対産業共
生と一部オーバーラップする部面はあるが，製品・サービスを供給する市場の中での共生である
から，その対象は消費者，ユーザー，流通業者が中心になる。⑤対社会共生は，市場よりもさら
に広域な社会で，地域社会，全体社会，行政といった対象との間の共生である。⑥対世界共生は，
インターナショナルな次元において，海外消費者，海外企業，海外市場との間の共生が問題とな
る。⑦そして最後に対地球共生で，地球環境自然環境のすべてが共生の対象になる。
（1）企業内共生
　企業内共生は，企業と社員との共生，男と女の共生，世代間の共生の3つに分けて考えるのが
よいと思われる。
〈1＞企業と社員との共生
　企業と社員（従業員）との間に真の相利共生が実現されていないところに問題の所在がある。
『社員との共存共栄』といったスローガンにみられるようなキレイゴトは数限りなくある。だが，
ほとんどは単なるスローガンであり，表向きの建前であり，真実は会社の利益が常に最優先され
る。「企業城下町」にみられる前近代性，「生産条件」最優先の企業社会，「市民社会」との共存
拒否の思想，これらはすべてそのあらわれである。社員との共生の途は，時短，弾力的雇用制度，
裁量労働制，ゆとりと豊かさの実現，年収と労働分配率の向上，生きがいの高揚，社員満足度の
実現などである。
〈2＞男と女の共生
　同じ社員の中で男と女との共生が実現されなくてはならない。今まででも男女の共生はあると
いうが，これまでの男女の共生は，男は職場，女は家庭という伝統的な役割分業による共生であ
った。しかし，新しい形の男女の共生は，社会のあらゆる場で男女が共同に責任を分かちあい，
ともに生きることで，女はもはや家庭だけにとどまっていないのである。男女が共生できる望ま
しい社会とは，男女の性別にかかわらず，個人の能力や資質，個性に合わせた自由な選択ができ
る社会である。
　男女雇用機会均等法が実施されたからといって，男性の働き方をまったく変えようとしないで，
総合職の女性を同じに働かせたために彼女たちが挫折することがあるのに対する反省への意見も
ある。女性はお化粧もしたいし，料理もしたい，部屋もきれいにしたいと，全人間的な欲望を円
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図表一4企業を中心とする共生関係
⑦地　球（自　然　）
⑥世界（海外）
⑤社 会
④市 場
③産
?
②系
??
組織体（企業）
3 2⇒
（子会社）　（下請企業）　（系列企業）
（仕入先）　　（調達先） （競争企業）
（消費者） （ユーザー） （流通業者）
（地域社会） （全体社会） （行政）
（海外消費者） （海外企業） （海外市場）
（海洋）　（森林）　（地下資源）　（大気）　（土壌）　（生物）
1｛羅 難｝
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満に持ちあわせている。仕事以外に生活者としても自分の人生を充実させたいと思うから，仕事
だけに力を集中することが難iしい人もいる。ところが男性は生活者の部分をあっさりそぎ落とし
ているから，会社では仕事に没頭できる。仕事も生活も充実させたい若い女性に，身の回りのこ
とは一切かまわずひたすら仕事に適進する猛烈社員型の男性と同じに働けと要求するのは無理が
ある。男性の働き方をまったく変えずに，女性に『ここまでおいで』というやり方で，建前とし
て共生をかかげる企業社会は，明らかに事実上，不可能なことを女性に強いているだけである，
という見方には一理あるものと思われる。
　男性が生活者の部分を取り戻せば家庭での男女平等が成り立ち，女性が社会へ出て働く余力も，
領域も拡大し，男も女も生活者の部分と勤労者の部分をお互いにバランスよく持ち合った時に，
真の男女の共生が成り立つ。
〈3＞世代間の共生
　これからの高齢化社会ではあらゆる場で世代が共生していかねばならないが，その最も重要な
場は家庭と職場である。日本の職場では中高齢化が進み，若い労働者が不足する一方で中年以上
の管理職や管理職予備軍は余っており，やがて，いわゆる『窓ぎわ族』に追いやられる。しかし，
現実には中年以降の労働者はまじめで責任感も強く，長い経験のメリットのほかに新しい技術も
十分にこなしていけるのである。ところが窓ぎわ族になったり，定年の後は仕事もできないとい
う中高年者は，企業中心社会の中で会社人間になり切ってしまい，その会社では有用であっても，
社会にほうり出されればなんの取り柄もないという「ただの老人」になってしまうところに問題
がある。これでは世代間の共生はなかなかできない。
　そこで，世代間の共生が実現できるためには，中高年者は「専門的能力」を持つことである。
「この仕事なら誰にも負けない」という専門的能力を持てば，60歳でも70歳でも働く機会は恵ま
れるのである。このような高齢者に対しては若い人も敬意を払い，世代間の共生は十分に達せら
れる。逆に，年功序列の上にあぐらをかいて若い人を権力で抑えたり，年金をもらってまだ元気
なうちから遊んでいるような高齢者がふえると，職場でも風当りが強くなるのである。したがっ
て，高齢化していく人々の自覚とともに，新しいシステムが要求される。
（2）対系列共生
　対系列共生とは，企業が直接に支配を及ぼし，いわば生殺与奪の権力を持つ相手企業との間の
共生で，子会社，下請会社，系列企業などがその代表的なものである。これらの系列企業とは
『親子関係』とか『持ちつ持たれつ』だとか体裁のよいことは言いながら，実体はおよそかけ離
れた関係が少なくない。親会社の期末目標達成のための理不尽な押し込み販売，親会社の定年退
職者や出向者の受け皿になって泣いている子会杜をみると，これが共生かと疑いたくなる。親企
業からのとめどないコスト・ダウンの要求，ジャスト・イン・タイムの美名のもとに迫られるシ
ビアな納期厳守と多頻度少量配送，そして景気変動のクッションの役割をさせられて泣いている
下請企業についても同様である。つまり，景気や親企業のご都合でいつも犠牲を強いられるよう
な系列企業との関係は，決して共生関係とはいえないであろう。
58 『明大商学論叢』第77巻第3・4号 （362）
（3）対産業共生
　対産業共生とは，企業が属する産業の中で直接に取引やコンタクトを持つ相手方で，主として
は仕入先，調達先，競争企業との間の共生である。仕入先や調達先に対しては，前に述べた『フ
ェアネス』を基盤とするフェア・トレードが共生のための課題である。仕入先・調達先の利益を
犠牲にしてでも不当に仕入価格の値引きを要求したり，正当な理由もないのに取引を打ち切った
りすることは，まさに共生に相反するのである。
　競争企業との共生とは何であろうか。第1節の『脱競争』のところで述べたように，企業間の
過当競争は，大量生産・大量販売・大量消費・大量廃棄という『悪魔のサイクル』を前提とする
から，まずこれからの脱却が必要である。しかし，競争は経済や社会を活性化させる原動力であ
るから不可欠であるが，横ならび的・追随的な『同質の量的競争』はやめ，これに代わって質的
競争を行う。これはオリジナルな異質競争であり，そこにいわゆる『棲み分け』の理論が登場し
てくる。果てしなきシェア争いに終止符を打って，健全な市場の棲み分けの中に企業の存立をめ
ざしていくべきである。ここに，競争企業との共生が達成される。
（4）対市場共生
　対市場共生は，製品・サービスを供給する市場の中での共生であるから，その対象は消費者，
ユーザー，流通業者が中心になる。この中で，消費者との共生の問題について，内橋克人氏は急
所を突いた論を展開している。それは，ジャスト・イン・タイムの理論におどらされて，コンビ
ニエンス・ストアへ商品の多頻度少量配送を行っている企業へのアドバイスの話である。
　消費者は2面性をもっている。一面は欲求満足志向型の消費者で，コンビニエンス・ストアで
『握りたてのおむすび』を要求するが，その同じ消費者がもう一面の環境志向型の生活者になる
と，握りたてのおむすびを配送するために1日に何回も多頻度少量配送して，トラックで大気を
汚すのは困るという。この2つは明らかに矛盾する。
　ひと昔前までは，企業はこのジレンマを「それは消費者のわがままだ」ですますことができた。
むしろ「わがままな消費者」となれ合い，それを育てることで「消費者ニーズに応えて」を錦の
御旗にすることができた。ところが今はそうはいかない。“握りたてのおむすび”なのか，それ
とも“清浄な大気”なのか一どちらか一方を採り，他方を捨てなければならないことを，鮮明
に自覚し，かつ選択する聡明な消費者が登場しているからである（14）。
（5）対社会共生
　対社会共生は，市場よりもさらに広域な社会で，地域社会，全体社会，行政といった対象との
間の共生である。この問題については，筆者は別のところ（15＞で詳論してあるので，ここでは紙
幅の関係で省略する。
（6）対世界共生
　対世界共生は，インターナショナルな次元において，海外消費者，海外企業，海外市場との間
の共生が問題となる。自社の利益のためには海外の消費者にどんな犠牲がでてもかまわないとい
った輸出企業や多国籍企業が問題になる。多くのケースがあるが，ここでは1つを紹介しよう。
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JOCU（国際消費者機構）の1983年4月の日本における国際セミナーで，メキシコの代表，メ
キシコ消費者保護研究協会会長のロメリ氏（Dr．Arturo　Lomeli）は，日本で悲惨なスモン病の原
因となったクリオキノール（わが国ではキノホルムと称している）のメキシ昌におけるマーケテ
ィングの状況について報告した。メキシコでは20年も前から，クリオキノール（clioquinol）を
ベースとする2つの著名な薬，エンテロヴィオフォルムとマクサフォルムが導入された。
　当時は，メキシコでもこの薬の危険性について警告が発せられていた。しかし，メーカーであ
るチバ・ガイギー社（Chiba－Geigy）は有害を否定したし，メキシコ政府の役人も言いのがれで
答弁を回避した。さらにひどいのは，多くの医者はクリオキノールに対する医学的な薬害の証拠
を承認することを拒否していた。その主な理由は，エンテロヴィオフォルムや同種の薬が，医者
にとっても患者にとっても最も便利な薬だからである。事実，この薬は比較的安く，セルフ・サ
ービス店で誰にでも手軽に入手できるのである。
　とにかく，日本中に衝撃を与え，厚生省は禁止し，司法の手によっても裁断されたスモン病の
元凶としてのクリオキノール（キノホルム剤）が，メキシコで，そしてその他の第三世界の国々
で，大手をふって販売されていることに背筋の寒くなるのをおぼえるのである。このような第三
世界のマーケティング被害は医薬品や粉ミルクだけの問題ではなく，その他多くの商品に及んで
いる（16）。
（7）対地球環境共生
　最後に対地球環境共生は，海洋，森林，地下資源，大気，土壌，生物のすべての自然環境との
間の共生で，これについても紙幅がないので省略し，拙著『共生の経営診断』を参照されたい。
2．共生マーケティングの展開と課題
　さて，共生のマーケティングの本論は，これから展開されねばならないが，もはや紙幅もオー
バーしたことと，本稿は主題の『序説』であるので，ここでは展開の課題の方向だけにしぼって
最後に述べておきたい。
　第1に，前掲の図表一4で示した企業を中心とする共生関係において，中心に位置する①組織
体（企業）内の共生は，旧式表現では人事・労務管理の問題として，新しい表現でいえば人間性
復権の問題として検討されるから，これは一応マーケティングの枠外に置く。
　とすると，外方に拡がっていく②対系列から⑦対地球（自然）までのすべての領域は共生マー
ケティングの対象となってくる。
　第2に，前にもふれた『ニッチ・マーケティング（niche　marketing）』は，共生マーケティ
ングの分野として研究するべきである。
　第3に，最近問題になってきた『リレーションシップ・マーケティング（relationship
marketing）と共生マーケティングとのかかわりでどう扱っていくか，さらにこの問題と関連し
て，いわゆる『生販同盟』とか『流通における戦略同盟』といったテーマが，共生マーケティン
グの軌道の中に取り入れられるのかどうかということは，今後の課題として考えたい。
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　第4に，環境マーケティングとの問題で周知の，アメリカにおけるCEP（the　Council　on
Economic　Priorities）により刊行されている“Shopping　for　a　Better　World”に示されている
消費者が買物にあたっての企業に対する総合的評価基準は，やはり共生マーケティングにとって
も重要な指針になるのではないか，ということである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）石川英輔『2035年，若者は農村をめざす』AERA別冊「環境学がわかる」1994年10月，朝日新聞社
　刊
（2）市民エネルギー研究所「スリム社会が地球環境問題を解決する」，『エコノミスト』1993年2月23日
　号，PP．60～61
（3＞井上達夫・名和田是彦・桂木隆夫著『共生への冒険』1992年5月，毎日新聞社刊，PP．18～19
（4）大乗淑徳学園編『共生』，1993年5月，P．18
（5）松本忠夫著『生態と環境』，1993年7月，岩波書店刊，P．151
（6）日高敏隆『動物行動学』，前掲AERA別冊，　P．67
（7）井上達夫外，前掲『共生への冒険』，PP．24～25
（8）山口定『共生ということ』，朝日新聞，1994年10月30日号，主張・解説欄
（9）Philip　Kotler，“Marketing　Management”，4th　Ed，PP．272～286
⑳古沢広祐「脱成長経済へ」，『世界』，1994年4月号，P．109
⑳野村総合研究所編『共生の戦略』，野村総合研究所，1992年3月，PP．234～235
（12）内橋克人「共生の大地（1）」，『日本経済新聞』，1994年4月17日号より
（1紳谷巌『バーチャル・コーポレーション』，「エコノミスト」，1994年9月13日号，P．37
（14）内橋克人『尊敬おく能わざる企業』，光文社，1991年10月，PP．50～52
㈲三上富三郎『共生の経営診断』，同友館，1994年9月，第3章
（16）三上富三郎『第三世界のマーケティング被害と消費者運動の国際化』，「明大商学論叢」第66号1，
　2号，1983年10月，PP．4～5
